






















が経過する今もなお 600 を超える NPO 法人や市
民団体が参加し活動を展開している。岩手県内の
NPO 法人についてみると、認証団体数において、
震災後 3 年間は震災前 3 年間に比べ、年間 22 件

















































　第 5 章では、独自に実施した岩手県内の NPO
法人を対象としたヒアリング調査から、復興期に
おける市民活動の実態を分析し、あらたな市民活
動としての意義を考察する。
　このヒアリング調査事例のなかで、女性ならで
はの悩みや問題に対する改善、解決の取組みや暮
らしそのものの質的向上に寄与するような活動の
展開も見られ、地域課題を市民視点で捉え市民に
よる解決への取組を行っている。
　第 6 章では、筆者がリーダーを務める復興支援
団体「復興 girls」の実際の活動を通じ、新たな
市民活動としての意義・課題を考察する。
　復興 girls の実践活動からは、次のような市民
活動団体等の活動の意義がみられる。
・思い立ったらすぐに行動に移し、横の繋がり
を得意とすること
・人間関係を大切にし、結果よりもプロセスを
大切にすること
・流行や情報に敏感であること
・生活経験ゆえに生み出されること
・きめ細やかさや、気づかい、愛嬌があること
　第 7 章では、東日本大震災からの復興に見えて
くる市民活動団体等の活動の意義を、これまでの
第3章から第6章までの考察を踏まえて整理する。
　アンケート調査、ヒアリング調査及び復興
girls 実践活動からは、次のような市民活動団体
等の活動の意義がみられる。
・人・組織・活動を緩やかに繋ぐ生活者として
の行動（横の繋がりや交流を持つことを得意
とすること）
・成果重視からプロセス重視へ（結果も大切に
するが、それ以上にプロセスを大事にするこ
と）
・行動の中での方法の生成（議論に時間をかけ
るよりもすぐに行動に移せること）
・生活経験から創発する自覚と行動（日常生活
に関心が高いことや日常生活に密着しての行
動）
・社会や状況に対する俊敏性とセンス
・共感を育む場・関係づくり
　第 8 章では、東日本大震災における復興活動・
支援活動というあらたな市民活動を通して、今後
の地域社会やまちづくりを拓く新たな視点の可能
性を提起する。
　アンケート調査、ヒアリング調査及び復興
girls 実践活動を踏まえ、次のような女性性を提
起する。ヒアリング調査や復興ガールズの実践活
動から、「命を守り育てる・献身的で包み込む・
思いやり愛情を持つなどの母性を持っている」、
「気づかい・気配り・優しさ・愛嬌・かわいらし
さを持っている」、「日常生活に高い関心を持って
いる」や「横の繋がりネットワークを大事にする」、
「結果よりもプロセスを大事にする」、「人間関係
を大切にする」、「情報や変化に敏感である」など、
女性性の発揮も見られた。
　こうした女性性の発揮により、様々な女性なら
ではの悩み・問題の改善、解決が見られたほか、
暮らしの質的な向上に寄与するような効果も生じ
ている。
　第 9 章では、以上の結果をもとに総括する。
　今回の東日本大震災における NPO 活動は、こ
れまで以上に女性の活動、活躍が増えている。
こうした活動は、これまで男性が中心であった
NPO 活動の成果を、女性の視点あるいは相対的
に女性の方に強く現れる特徴、母性、優しさ、柔
和さ、気配りであったり、横のネットワーク作り
や人間性を大事にするなど、を活かした取り組み
は、社会生活の質を持ったサービスをさらに向上、
高めていくことに繋がっている。言い換えれば、
地域社会の同じ課題を解決する上で、女性の視点、
あるいは女性の特性を活かした取り組みは、より
質の高いサービス、付加価値を高めるサービス提
供に貢献するという意義があるといえる。
　地域社会の課題の解決に向け、NPO のより質
の高いサービスや新たな価値の創造は、今後ます
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ます求められるものと思われる。これに応えてい
くためには、NPO への女性の参画を促進してい
くことはもちろんであるが、同時に、社会が女性
性（女性の視点、女性の特徴など）の意義を理解
し共通認識を持つことが重要となってくる。こう
した認識のもとでの女性性を発揮する場面、機会
を社会が増やしていくことへの努力が必要である。
　また、もう一つの NPO の意義とされている社
会変革性、実践を伴う社会提案、政策提案を通じ
政策形成に参加するという機能については、いく
つかの事例がみられたものの、十分といえるもの
ではなかった。社会を変えていくための政策提案
をするためには、地域社会の実態・課題を常日
頃から把握する日常活動と、自らが企画立案・政
策立案できる能力開発、人材確保の努力が必要と
なってくる。これらの課題を NPO 自らの努力と
政府、自治体あるいは民間企業の知恵と工夫で乗
り越えていかなければならない。
